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3月初旬より通常申請の受付開始を予定

2021年1月に発令された緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛により、売
上が50%以上減少した中小法人・個人事業者等の皆様に「緊急事態宣言の影響緩和による一時支援金」
が給付されます。

特例申請については、3月中旬に受付開始の見通し

・主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した事業者
・事業収入を比較する2つの月の間に事業承継した事業者
・事業収入を比較する2つの月の間に個人事業者から法人
化した事業者年の間に罹災した事業者

・2020年に新規開業した事業者
・売上に季節性のある事業者
・2018年から2020・連結納税を行っている事
業者
・NPO法人、公益法人等



・一時支援金は、持続化給付金と異なり、2021年1月に発令された緊急事態宣言に伴う飲食店時短営業又は外出自粛の影響を受けた事業者が給付対象と
なり得ます。手続き面では、緊急辞退宣言に伴う飲食店時短営業又は外出自粛等の影響を示す証拠書類の保存や申請前に登録機関から事前確認を受けてい
ただく必要がある点が主に異なります。

※給付要件を満たす場合

①申請者の確認 個人事業主の場合

法人の場合

※全部確認の場合

□聴取した申請希望者の氏名と本人確認書類※¹に記載の氏名
の一致。
□相手方の顔と本人確認書類の写真の一致。
※¹本人確認書類とは、運転免許証（両面）、マイナンバー
カード（オモテ面のみ）、写真付きの住民基本台帳カード
（オモテ面のみ）、在留カード、特別永住者証明書、外国人
登録証明書、住民票の写及びパスポートのいずれか。

□申請ID、電話番号、（法人の場合は）法
人名、（個人の場合は）氏名、生年月日を
聴取します。
（中小法人等の場合は、代表取締役が自らの従業員
等に事前確認を受けることを委任できます。）

□聴取した申請希望者の氏名、履歴事項全部証明書に記載の代
表取締役氏名及び本人確認書類※¹に記載の氏名の一致。※²。
□相手方の顔と本人確認書類の写真の一致。
※²代表取締役から事前確認を受けることを委任された者であ
る場合には、委任状（委任内容、委任者、受任者が明確である
限りは書式自由）に記載された受任者氏名と本人確認書類に記
載の氏名の一致を確認。

法人の場合

②事業に関する書類の有無の確認

□事業に関する書類の有無を確認します。

□収受日付印の付いた※³2019 年及び2020 年※⁴の確定申告書の控え※⁵の有無を確認。
□2019 年から2021 年対象月までの各月の帳簿書類（売上台帳、請求書、領収書等）※⁶の有無を確認。
□（事業の取引に用いている）通帳の有無を確認。
※³e-Tax の場合は受信通知メールのある確定申告書の控え又は受付日時が印字された確定申告書の控えを確認。
※⁴2020 年に新規創業した事業者は開業以降の書類を確認。
※⁵確定申告義務がない場合その他相当の事由がある場合は住民税の申告書の控えの有無を確認。
※⁶書類の量が膨大な場合、任意に選んだ複数の年月（登録確認機関側で選択）にて、帳簿書類の有無を確認することもある。

③事業の実態の確認

□2019 年又は2020 年の中から任意に選ん
だ複数の年月（登録確認機関側で選択）に
ついて事業の実態を確認します。

□X₁年X₂月の取引のうち、任意に選んだ1 つの法人等※⁷との取引に関する請求書又は領収書等について、請求書又は領収書等
に記載の「取引先名称」「金額」が通帳に記帳されているか確認。

＜確認に用いた年月（登録確認機関側で選択）＞
① 年 月 ② 年 月

※⁷屋号が明らかな場合など、事業を実施していない個人ではないと識別可能な個人事業者も含む。

申請希望者の事業に関する書類（②及び③関連）が存在しない場合は、事業に関する書類が存在しない合理的な理由(※)があるかを確認。

④宣誓・同意事項等の確認

□申請希望者が給付対象や宣誓・同意事項
等を正しく理解していることを確認※⁸⁹し
ます。

□緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛により売上が減少していたとしても、前年又は前々年の
同月比で売上が50％以上減少しなければ、一時支援金の給付要件を満たさないことを認識しているか確認。
□前年又は前々年の同月比で売上が50％以上減少したとしても、緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移
動の自粛による影響ではない場合は、一時支援金の給付要件を満たさないことを認識しているか確認。
□事業を実施していない、サラリーマンやアルバイト、学生等は、一時支援金の給付対象ではないことを認識しているか確認。
□一時支援金の給付を受けた場合、「2019 年以降の確定申告書、帳簿書類」及び「緊急事態宣言に伴う飲食店時短営業又は外
出自粛等の影響の証拠書類」には7 年間保存する義務及び中小企業庁又は事務局から求められた場合に速やかに提出する義務が
あることを認識しているか確認。
□「地方公共団体による営業時間短縮要請に伴う協力金の支払い対象となっている飲食店」「公共法人」「風営法上の性風俗関
連として届出義務のある者」「政治団体」「宗教法人」「暴力団を排除していない事業者」は給付対象外であることを認識して
いるか確認。
□代表者が宣誓・同意書を全て読んだ上で自署したか確認。
□一時支援金の不正受給等を行った場合や書類の保存義務・提出義務を遵守しなかった場合、事務局等の調査に応じなかった場
合、宣誓・同意書に違反した場合は、受給額に延滞金及び２割の加算金を加えて返還する義務を負うことや、氏名等の公表及び
刑事告発され得ることを認識しているか確認。

※⁸口頭での質問や確認が難しい場合には、申
請希望者と書面を見ながら確認する。
※⁹詳細は一時支援金給付規程に記載される予
定。

⑤事前確認番号の発行

事前確認番号は申請者希望者にお伝えする
ことはありません。

申請希望者が、事業を実施していることや一時支援金の給付対象等を正しく理解していることを確認できない場合には、事前
確認通知番号を発行することはありません。また、事前確認通知番号を発行したものの、著しく不審な点があり、申請希望者
が給付要件を満たさないおそれがある場合には、その旨を事務局の相談窓口まで報告します。

※申請をご検討の方は2020年の確定申告を行ってください。

(※)個人事業者等であって、雑所得又は給与所得で確定申告を行っており、かつ現金授受による取引を行っているために、請求書や通帳が存在しない場合等

出典：経済産業省ウェブサイト（https://www.meti.go.jp/covid-19/ichiji_shien/index.html）
「緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金の概要について」（経済産業省）（https://www.meti.go.jp/covid-19/ichiji_shien/pdf/summary.pdf?0224）をもとに行政書士佐々木秀敏事務所が作成
©行政書士佐々木秀敏事務所 〒989-3207 宮城県仙台市青葉区中山台西2番地の８ TEL.022-725-2280 mail@hide-gyousei.jp https://www.hide-total.com

本人による申請が必要であり、代理申請は認めてられておりません。

※登録確認機関は、「帳簿等の事務局が定めた書類の有無」や「宣誓内容に関する質疑応答」等に関する形式
的な確認を行うこととしており、申請者が給付対象であるかの判断は致しませんので、ご留意ください。


